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1 pp.29-36『企業と製造物責任』日科技連PL編集委員会編 日科技連(1991)においても、『訴訟社会』と同
様の歴史が述べられている。 






























                                                   
3 p.154『現代アメリカ法の歴史』モートン・J・ホーウィッツ 弘文堂（1996） 
4 p.78『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
5 p.82『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 




























                                                   
6 p.84『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
7 p.84『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 





























                                                   
9 p.85f.『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
10 p.86『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
11 p.75『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
12 p.75『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 



















昭和 30年には 9万件台であった自動車事故件数が 40年には 56万件を超え、44年には






                                                   
13 森島は、法と経済学にも目配りをしている研究者である。ただし、法学内の学説の比較的な考察は行え
なかった。 
14 p.8『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
15 p.9『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
16 p.10『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 






























                                                   
18 p.16『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
19 この節は、拙論「工学の知識と責任」『中部哲学会年報 第 32号』pp.31-46 (2000)での論点を多数採用
している。 



























                                                   


































                                                                                                                                                
が、拡大責任を問うことは難しい。 
22 『民法教室 不法行為法 第二版』川井健 日本評論社 第 2章を参照。 
23 p.27 『民法教室 不法行為法 第二版』川井健 日本評論社 



















無過失責任といっても原子力損害の賠償に関する法律（昭和 36 年法律第 47 号）、大気
汚染防止法（昭和 43年法律第 97号、ただし、無過失責任は昭和 47年の改正で追加）、水







                                                   
24 p.137「私法における人間」星野英一 岩波講座 基本法学(1983) 































                                                   
26 p.157「私法における人間」星野英一 岩波講座 基本法学(1983) 
27 p.156『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
28 p.162『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 




























                                                   
29 p.164『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 





























                                                   
31 p.166『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
32 p.171『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
33 p.174f.『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
34 p.133f.『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 




























                                                   
35 p.175『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
36 p.176『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 






























                                                   
38 p.197『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 




























                                                   
39 p.187f.『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
40 p.100『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 





























                                                   
42p.30『製造物責任法 法律学と技術者とをつなぐ』杉本泰治、湖上國雄 勁草書房 
43 p.81『逐条解説 製造物責任法』経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編 社団法人商事法務研究会 
44例えば、H.A.サイモン『経営行動』ダイヤモンド社 第 5章 
45 p.4『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 




























                                                   
46 『企業と製造物責任』日科技連PL編集委員会編 日科技連 p.35の訳文を使用 





























                                                   
48 p.88『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
49 p.95『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
50 設計の論点については、畑村洋太郎『設計の方法』岩波書店 を参照 













「販売者その他の配給者、もしくは配給の商業的な連鎖における前位者(a predecessor in 














                                                   
51 p.89f. 『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
52 p.91『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 





























                                                   
54 p.6f.『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
55 p.7『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
56 p.7『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
57 p.35『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 




























                                                   
58 p.8『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 



























                                                   
60 p.47f.『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
61 小型車の例については、p.60『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律
協会編 木鐸社 を参照 
62 p.56『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
63 p.62『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
64 p.62『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』アメリカ法律協会編 木鐸社 
65 この節を補完する論点は、拙論「工学倫理と制度設計」日本金属学会誌第 66巻第 12号(2002)pp.1253-1263
を参照 




























                                                   
66 p.101f.『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
67 p.99『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 






























                                                   
69 p.103『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
70 p.104『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
71 p.104『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993）を参照 




























                                                   
72 p.111f.『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 



























1972 年の創立以来、消費者製品安全委員会は 30 を超える安全基準を公布してきたが、い
まだ何千の基準が発表されずにある。また、消費者製品安全法(Consumer Product Safety Act)
は、安全基準の草案作成を業界と消費者団体に委ねているが、研究費用が膨大であるため、
                                                   
74 p.113『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
75 p.113『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 
76 p.114『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 




























                                                   
77 p.116f.『訴訟社会』ジェスロ・K・リーバーマン 保険毎日新聞社（1993） 































                                                   
80 p.204『不法行為法講義』森島昭夫 有斐閣（1987） 
81 p.32「理事長序文」Geofferey C. Hazard, Jr.『米国第 3次不法行為法リステイトメント 製造物責任法』
アメリカ法律協会編 木鐸社 
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